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平成30年度　財務諸表に対する注記（法人全体）

１．継続事業の前提に関する注記　　「該当なし」

２．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」

３．重要な会計方針の変更　　「該当なし」

４．法人で採用する退職給付制度
「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」

５．法人が作成する財務諸表と拠点区分、サービス区分
　　当法人の作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。
（１）法人全体の財務諸表（第１号の１様式、第2号の1様式、第3号の1様式）
（２）事業区分別内訳表　　「該当なし」
（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第1号の3様式､第2号の3様式、第3号の3様式)
（４）収益事業における拠点区分別内訳表　　「該当なし」
（５）各拠点区分におけるサービス区分の内容（社会福祉事業）
本部　拠点
相談支援チャイム　拠点
ラポール安倍川　拠点
　　ラポール安倍川　生活介護　　　ラポール安倍川　就労継続支援Ｂ型
ラポール古庄　拠点
　　ラポール古庄　就労継続支援Ｂ型
ラポールたけみ　拠点
　　ラポールたけみ　生活介護　　　ラポールたけみ　就労継続支援Ｂ型
ラポールあおい　拠点
　　ラポールあおい　就労継続支援Ｂ型
ラポール川原　拠点
　　ラポール川原　就労継続支援Ｂ型
ラポールみなみ　拠点
　　ラポールみなみ　就労継続支援Ｂ型
ラポール・ファーム　拠点
　　ラポール・ファーム　就労継続支援Ｂ型
ラポール・チャクラ　拠点
　　ラポール・チャクラ　就労継続支援Ｂ型
ラポール・タスカ　拠点
　　ラポール・タスカ　ぽけっと　就労継続支援Ｂ型
　　ラポール・タスカ　ベンチタイム　就労継続支援Ｂ型
　　ラポール・タスカ　麦の会　就労継続支援Ｂ型



６．基本財産の増減の内容及び金額
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	土地
	57,299,000
	0
	0
	57,299,000

	建物
	226,219,189
	0
	11,058,519
	215,160,670

	定期預金基本財産　静信/長谷
	3,000,000
	0
	0
	3,000,000

	合計
	286,518,189
	   0
	11,058,519
	275,459,670



７．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８．担保している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。
建物（基本財産）　　　　　　　 135,433,111円　（たまち建物購入額）
土地（その他の固定資産）　　　 100,500,000円　（たまち土地購入額）
基盤整備積立預金（静岡銀行）　  10,000,000円
　　　　計　　　　　　　　　　 245,933,111円　※新川土地･建物は返済終了により担保解除済み

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。
　　設備資金借入金　　　　　　　　 136,946,000円
　　１年以内返済予定設備資金借入金   9,984,000円
　　　　　　計　　　　　　　　　　 146,930,000円

９．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	286,446,544
	71,285,874
	215,160,670

	土地（基本財産）
	57,299,000
	0
	57,299,000

	土地（その他の固定資産）
	100,500,000
	0
	100,500,000

	建物（その他の固定資産）
	25,899,986
	3,597,759
	22,302,227

	構築物
	7,255,760
	1,560,112
	5,695,648

	器具及び備品
	30,184,918
	20,735,401
	9,449,517

	車輛運搬具
	20,504,907
	13,140,039
	7,364,868

	権利
	96,240
	0
	96,240

	合計
	528,187,355
	110,319,185
	417,868,170



１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」

１１・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」

１２．関連当事者との取引の内容　　「該当なし」

１３．重要な偶発債務　　　　「該当なし」

１４．重要な後発事象　　　　「該当なし」

１５．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」

法人全体


	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成30年度　財務諸表に対する注記（本部）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」

２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」

３．法人で採用する退職給付制度
　　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する財務諸表とサービス区分
　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。
・本部　拠点の財務諸表（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	定期預金基本財産　静岡信用金庫／長谷
	3,000,000
	0
	0
	3,000,000

	合計
	3,000,000
	   0
	   0
	3,000,000



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　
担保に供されている資産は以下のとおりである。
[bookmark: _GoBack]基盤整備積立預金（静岡銀行）　　 10,000,000円
　　※ラポール安倍川設備資金借入金のため

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	土地（その他の固定資産）
	0
	
	0

	建物（その他の固定資産）
	4,160,160
	72,109
	4,088,051

	器具及び備品
	624,240
	62,748
	561,492

	権利（本部電話）
	19,800
	0
	19,800

	合計
	4,804,200
	134,857
	4,669,343


※建物(その他の固定資産)は有東事務所内装工事、新川分のラポール･タスカ(麦の会)へ移管により増減
　器具備品は有東事務所電話設備、ノートパソコン購入により増





９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
本部
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平成30年度　財務諸表に対する注記（相談支援チャイム）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　「該当なし」

（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」

（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」

（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」

２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」

３．法人で採用する退職給付制度
　　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する財務諸表とサービス区分
　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。
・相談支援チャイム　拠点の財務諸表（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）

５．基本財産の増減の内容及び金額　　「該当なし」

６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」

７．担保している資産　　「該当なし」

８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	器具及び備品
	122,040
	30,510
	91,530

	車輛運搬具
	558,930
	558,929
	1

	
	
	
	

	合計
	680,970
	589,439
	91,531



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
チャイム
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平成30年度　財務諸表に対する注記（ラポール安倍川）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する財務諸表とサービス区分
　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。
（１）ラポール安倍川　拠点の財務諸表（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
（２）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙4）
・ラポール安倍川　生活介護
・ラポール安倍川　就労継続支援Ｂ型

５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	建物
	133,115,781
	0
	5,429,935
	127,685,846




６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　
担保に供されている資産は以下のとおりである。
建物（基本財産）　　　　　　　 135,433,111円　（たまち建物購入額）
土地（その他の固定資産）　　　 100,500,000円　（たまち土地購入額）

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。
　　設備資金借入金（福祉医療機構）　58,806,000円
　　１年以内返済予定設備資金借入金 　3,564,000円
　　設備資金借入金（静岡信用金庫）　73,376,000円
　　１年以内返済予定設備資金借入金 　4,992,000円
　　設備資金借入金（静岡銀行）　　　 4,764,000円
　　１年以内返済予定設備資金借入金 　1,428,000円
　　　　　　計　　　　　　　　　　 146,930,000円









８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	142,942,360
	15,256,514
	127,685,846

	土地（その他の固定資産）
	100,500,000
	0
	100,500,000

	建物（その他）
	2,772,000
	453,322
	2,318,678

	構築物
	6,721,460
	1,342,529
	5,378,931

	器具及び備品
	4,931,046
	3,748,394
	1,182,652

	車輛運搬具
	5,518,530
	1,784,147
	3,734,383

	
	
	
	

	合計
	263,385,396
	22,584,906
	240,800,490


※車両運搬具は送迎車(中古)購入により増

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
安倍川
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平成30年度　財務諸表に対する注記（ラポール古庄）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する財務諸表とサービス区分
　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。
・ラポール古庄　拠点の財務諸表（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	建物
	21,139,538
	0
	867,163
	20,272,375



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	30,149,585
	9,877,210
	20,272,375

	建物（その他）
	0
	0
	0

	構築物
	252,000
	113,022
	138,978

	器具及び備品
	3,685,548
	2,534,586
	1,150,962

	車輛運搬具
	1,411,200
	1,411,199
	1

	合計
	35,498,333
	13,936,017
	21,562,316


※器具備品はパソコン新規購入、テント買替により増減

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
古庄


	理事長
	常務理事
	理事
	本部会計

	
	
	
	


平成30年度　財務諸表に対する注記（ラポールたけみ）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する財務諸表とサービス区分
　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。
（１）ラポールたけみ　拠点の財務諸表（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
（２）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙4）
・ラポールたけみ　生活介護
・ラポールたけみ　就労継続支援Ｂ型
５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	建物
	4,993,485
	0
	303,601
	4,689,884



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	9,370,399
	4,680,515
	4,689,884

	構築物
	136,500
	67,113
	69,387

	器具及び備品
	2,930,245
	2,522,857
	407,388

	車輛運搬具
	970,791
	970,790
	1

	権利(本部電話たけみ登録）
	76,440
	0
	76,440

	合計
	13,484,375
	8,241,275
	5,243,100



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
たけみ
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平成30年度　財務諸表に対する注記（ラポールあおい）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する財務諸表とサービス区分
　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。
・ラポールあおい　拠点の財務諸表（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
５．基本財産の増減の内容及び金額
　　「該当なし」
６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	器具及び備品
	1,737,840
	1,440,224
	297,616

	
	
	
	

	合計
	1,737,840
	1,440,224
	297,616


※器具備品はエアコン新規購入により増

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
あおい
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平成30年度　財務諸表に対する注記（ラポール川原）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する財務諸表とサービス区分
　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。
　　・ラポール川原　拠点の財務諸表（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
５．基本財産の増減の内容及び金額
　　「該当なし」　　　　　　　　　　　

６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	0
	0
	0

	建物（その他）
	7,474,453
	945,518
	6,528,935

	構築物　
	145,800
	37,448
	108,352

	器具及び備品　
	3,592,828
	1,629,947
	1,962,881

	車輛運搬具　
	1,658,380
	1,658,378
	2

	
	
	
	

	合計
	12,871,461
	4,271,291
	8,600,170



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　川原
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平成30年度　財務諸表に対する注記（ラポールみなみ）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する財務諸表とサービス区分
　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。
　　・ラポールみなみ　拠点の財務諸表（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
５．基本財産の増減の内容及び金額
　　「該当なし」　　　　　　　　　　　

６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	0
	0
	0

	建物（その他）
	6,047,020
	1,164,054
	4,882,966

	器具及び備品　
	2,182,870
	1,885,563
	297,307

	車輛運搬具　
	1,221,268
	1,221,267
	1

	
	
	
	

	合計
	9,451,158
	4,270,884
	5,180,274


※器具備品はパソコン新規購入により増

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
　　　　　　　　　　　　　　　　　みなみ
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平成30年度　財務諸表に対する注記（ラポール・ファーム）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する財務諸表とサービス区分
　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。
・ラポール・ファーム　拠点の財務諸表（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	建物
	29,882,207
	0
	1,313,733
	28,568,474



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	41,705,804
	13,137,330
	28,568,474

	建物（その他）
	4,967,853
	865,860
	4,101,993

	器具及び備品
	2,142,303
	1,876,868
	265,435

	車輛運搬具
	2,408,826
	1,378,643
	1,030,183

	
	
	
	

	合計
	51,224,786
	17,258,701
	33,966,085


※器具備品は複合機廃棄により減、車両運搬具は新規購入により増

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
ファーム
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平成30年度　財務諸表に対する注記（ラポール・チャクラ）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」
２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」
３．法人で採用する退職給付制度
　　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」
４．拠点が作成する財務諸表とサービス区分
　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。
・ラポール・チャクラ　拠点の財務諸表（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	建物
	23,461,250
	0
	1,073,044
	22,388,206



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」
７．担保している資産　　「該当なし」
８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	33,118,646
	10,730,440
	22,388,206

	器具及び備品
	580,200
	368,821
	211,379

	車輛運搬具
	1,123,584
	538,384
	585,200

	
	
	
	

	合計
	34,822,430
	11,637,645
	23,184,785



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
チャクラ
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平成30年度　財務諸表に対する注記（ラポール・タスカ）

１．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法　
　　　　「該当なし」
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・製品　　　　「売価還元原価法による原価法によっている。」
　　・原材料　　　「最終仕入原価法による原価法によっている。」
（３）固定資産の減価償却の方法
　　・有形固定資産　　　「定額法によっている」
　　・リース資産　　　　「該当なし」
（４）引当金の計上基準
　　・賞与引当金　　　　「支給見込額のうち当期に帰属する額（6分の4）を計上している」
（５）消費税等の会計処理　「消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている」

２．重要な会計方針の変更　　「該当なし」

３．法人で採用する退職給付制度
　「退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度によっている。」

４．拠点が作成する財務諸表とサービス区分
　　当拠点区分において作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。
（１）ラポール・タスカ拠点の財務諸表（第１号の４様式、第2号の４様式、第3号の４様式）
（２）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙4）
・ラポール・タスカ　ぽけっと　就労継続支援Ｂ型
・ラポール・タスカ　ベンチタイム　就労継続支援Ｂ型
・ラポール・タスカ　麦の会　就労継続支援Ｂ型

５．基本財産の増減の内容及び金額
　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）
	基本財産の種類
	前期末残高
	当期増加額
	当期減少額
	当期末残高

	建物
	13,626,928
	0
	2,071,043
	11,555,885

	土地
	57,299,000
	0
	0
	57,299,000

	合計
	70,925,928
	0
	2,071,043
	68,854,885



６．会計基準第3章第4（4）及び（6）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　「該当なし」

７．担保している資産
　　「該当なし」















８．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）
	
	取得価格
	減価償却累計額
	当期末残高

	建物（基本財産）
	29,159,750
	17,603,865
	11,555,885

	土地
	57,299,000
	0
	57,299,000

	建物（その他）麦の会
	478500
	96,896
	381,604

	器具及び備品 ぽけっと
	1,855,449
	1,130,697
	724,752

	器具及び備品 ﾍﾞﾝﾁﾀｲﾑ
	2,862,216
	2,056,923
	805,293

	器具及び備品 麦の会
	2,938,093
	1,447,263
	1,490,830

	車輛運搬具　ぽけっと
	1,121,544
	1,121,543
	1

	車輛運搬具　ﾍﾞﾝﾁﾀｲﾑ
	1,256,910
	1,256,908
	2

	車輛運搬具　麦の会
	3,254,944
	1,239,851
	2,015,093

	合計
	100,226,406
	25,953,946
	74,272,460


※建物(その他)麦の会は本部より移管、車両運搬具麦の会はトラック入れ替えにより増

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高　　「該当なし」
１０・満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益　「該当なし」
１１．重要な後発事象　　　　「該当なし」
１２．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項　　　「該当なし」
タスカ


